糸魚川市地域活性化起業人（副業型・シニア型）募集要項
（企業版ふるさと納税推進事業）


本市では、企業版ふるさと納税制度を単なる財源獲得の手段としてではなく、寄附企業と継続的な関係性を積極的に構築することで、将来的な企業進出や関係人口・関係企業の創出につなげる新たなアプローチ手段として活用することを目指しています。この挑戦に協力いただける地域活性化起業人（副業型・シニア型）を以下のとおり募集します。

１　制度の概要 
本事業は、国の「地域活性化起業人（副業型）制度」に基づき、三大都市圏又は三大都市圏外の政令市・中核市・県庁所在市に所在する民間企業等（以下「派遣元企業」という。）に所属する（していた）個人のうち、副業型・シニア型として本市の業務に従事する者と本市が業務委託契約を締結するもの。

２　契約期間及び形態
　⑴　契約期間　　令和８年10月１日から令和９年３月31日まで
　⑵　契約形態　　業務委託契約（個人契約）
　　※　活動内容に応じ必要な活動保険に加入すること。
　　※　令和９年４月１日以降の契約については、本事業の進捗状況や取組実績に応じて更新の要否を判断します。
　　※　寄附実績に応じた受託者への委託金額の増減はありません。

３　応募要件
　　以下のすべての要件を満たすこと。
⑴　三大都市圏に所在する企業に勤務する（していた）方又は三大都市圏外の政令市、中核市及び県庁所在地に所在する企業（本市と同一県内に所在する企業を除く）に勤務する（していた）方 
※　三大都市圏に本社機能を有する企業等にあっては、三大都市圏外に勤務　する方も含む。 
※　シニア型の場合は、受け入れ開始日が在職していた企業等退職した日からおおむね５年以内であること。
※　現在、本市内に勤務する方及びフリーランス人材は除く。
⑵　地方公務員法第16条に規定する欠格事項に該当しない方 
⑶　契約期間で、継続して本市の業務に従事できる方。なお、本事業の進捗状況や取組実績に応じて３年まで延長できるものとする。
⑷　業務委託仕様書の「３　業務概要」に関する知見や実務経験、又は強い意欲をお持ちの方 
⑸　本市での業務について、以下の要件を満たすことができる方 
①　月４日以上かつ月20時間以上の勤務に相当する業務を行うことができる方（オンライン勤務可） 
②　本市に月１日以上滞在できる方（現地勤務） 
※　具体的な勤務日や勤務時間は、採用後に協議のうえ、決定します。

４　業務概要
下記⑴から⑷に関する業務を行うことで、市外企業および人材に対し、本市の魅力や可能性を広く発信し、企業版ふるさと納税を募るとともに、寄附企業との継続的な関係性の構築を図る。また、企業版ふるさと納税の寄附用途となる市事業の効果的な選定を支援する。
⑴　企業版ふるさと納税に関するマーケティング活動
⑵　企業版ふるさと納税の寄附用途となる市事業の効果的な選定・調整アドバイス
⑶　企業版ふるさと納税の募集
⑷　寄附企業との継続的な関係性構築

５　質問の受付及び応募の方法
⑴　質問の受付
本募集の内容に関して質問がある場合は、電子メール（件名「地域活性化起業人に係る質問」として）で質問書を提出してください。
⑵　応募書類方法
次の書類を提出してください。
　　①糸魚川市地域活性化起業人（副業型・シニア型）申込書
　　②派遣元企業から副業の承諾を得ていることが分かる書類（任意様式）
③在職していた企業等を退職した日からおおむね５年以内であることがわかる書類

６　選考方法
　　書類審査後、オンライン面接等により選考します。選考後、受入条件等について協議を行ったうえで本市と契約を締結し、業務を開始します。

７　その他
　⑴　本募集要項における地域活性化起業人の要件等は、総務省の「地域活性化起業人制度」推進要綱に定めるところによる。
　⑵　応募に関する一切の費用は、応募者の負担とする。
　⑶　提出いただいた書類は返却しません。
　⑷　申込書等の選考内容及び選考過程は原則非公開とする。また、選考結果に対して異議を申し立てることができないものとする。

８　書類提出先・お問合せ先
　　糸魚川市　産業労働課　産業政策課係　担当：杉本
　　〒941-8501　新潟県糸魚川市一の宮１丁目２番５号
　　電話番号：025-552-1511（代表）
　　E-mail： kigyo@city.itoigawa.lg.jp
